









































































































































































































































































































無料診療機関 1928 １ 32 74 55 27 44 ７ 240
1929 ６ 43 82 56 36 49 18 290
1931 ８ 41 84 55 54 28 16 286
軽費診療機関 1928 11  ４ ６ ４ 12 ４ 41
1929 ２ 20 ６ 10 ９ 13 10 70
1931 ４ 20 ８ ６ ６ 13 ７ 64
無料軽費診療機関 1928 ３ 24 26 28 19 15 ４ 119
1929 ４ 32 26 30 23 25 ９ 149
1931 ７ 65 42 62 26 32 14 248
1928 ４ 67 104 89 50 71 15 400
計 1929 12 95 114 96 68 87 37 509
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ハ病院ヲ設立セントスル者ハ・・・当庁ノ認可
ヲ受クベシ」と定め，非医師による医療機関の
開設が認可制であること，そして第３条で「診
療治療料額ハ其ノ所在地ニ於ケル医師会規約ノ
定ムル所ニ拠ルベシ」と規定し，医師会が定め
る診療報酬額を下回るいわゆる「実費又は低廉
治療を標榜の弊害を防止」したとしている。28
年の島根県「診療所規則」と同様のものが存在
していたことがわかる。
６） 東京でも，35年においても実費診療・軽費診療
による営利行為をなそうとする者が存在してい
たこともあり，35年11月に警視庁衛生部長名を
もって「診療所取締に関する件」という通牒が
だされ，そのなかで「実費診療・軽費診療其他
社会救済の美名に隠れて私利を貪らむとする違
法行為」がなされている事例があり，「医事警察
上洵に看過すべからざる処」であるとしている
［医海，35/11/29号，26］。医業に対して医事警
察としての統制を図ろうとする事態が進んでい
た。
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内務省衛生局による医療利用組合政策の形成過程-1933 年医師法改正・診療所取締規則を中心に-
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